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海外展開における知財取得の重要性

特許庁

納入先に求められ、現地での販売や生産を開始したが・・・
✓現地企業の特許権を侵害、販売の差止や損害賠償を求められた
✓現地で特許権を取得しておらず、よりコストの安い現地企業に発注先を変更されてしまった

現地で製品名やデザイン、会社のロゴマークの意匠権・商標権を取得していなかった・・・
✓現地企業の同デザインの商品が市場を席巻、自社製品が売れなくなった
✓現地企業に製品名やロゴマークを商標として先駆け出願されてしまった

不用意に情報（サンプルや図面）を相手に渡してしまった・・・
✓先に特許出願されてしまい、自社の技術なのに自社で実施できなくなった

技術指導やOEM先に供給した部品や貸与設備を通じてノウハウが漏れた
✓自社でしか作れなかった製品が現地企業に安価で作られるようになり、海外でのビジネス展
開が極めて難しくなった

[参考] 中小企業向け海外知財訴訟リスク対策マニュアル（2015年3月 特許庁）
https://www.jpo.go.jp/resources/report/chiiki-chusho/document/soshou_manual/manual.pdf

海外展開は、日本企業などにとって経営戦略上の重要な選択肢のひとつ

他方で、海外展開には様々なリスクが 例えば以下のような知財リスクも
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https://www.jpo.go.jp/resources/report/chiiki-chusho/document/soshou_manual/manual.pdf


複数の国で発明の保護を受ける方法
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特許権は、国ごとに出願して権利取得

特許権は、原則、権利取得した国でのみ保護される（属地主義）

  そのため、保護を求める国ごとに特許出願して、権利取得する必要がある

１．直接出願ルート（パリルート）

- 発明の保護を希望するパリ条約加盟国に対して、直接、特許出願をする。

 - パリ条約加盟国に特許出願した後で、他のパリ条約加盟国に対して、最初の特許出願

の出願日（優先日）から12ヶ月以内にパリ優先権の主張を伴う特許出願をする。

２．PCT国際出願ルート

- PCTに基づいて、直接あるいは、パリ条約で規定されているように優先日から12ヶ月

以内に出願を提出する。

海外に特許出願を行う２つの方法

海外展開先において知財の取得をしておけば・・・



€

直接出願ルート（パリルート）
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Ａ国の様式・言語で提出

A国特許庁

REQUEST

翻訳
現地代理人

特許権付与

方式審査

出願公開優先権主張チェック

先行技術調査 実体審査

B国特許庁

REQUÊTE

B国の様式・言語で提出翻訳
現地代理人

特許権付与

方式審査

出願公開優先権主張チェック

先行技術調査 実体審査

C国特許庁

请 求 书

C国の様式・言語で提出
翻訳
現地代理人

特許権付与

方式審査

出願公開優先権主張チェック

先行技術調査 実体審査

C国への出願日（C国では優先権主張なしの扱い）

出願国が増加すると･･

出願日の遅れ

初期投資の拡大

・出願書類の翻訳費用
・現地代理人費用
・通信費 など

もし、ここで第三者が類似の発明をC国で出願したら！？

$

€

¥

特許
出願

Ａ国、B国、C国に
輸出販売するかも

（基礎出願）
（優先日）

¥

¥

$

優先日から12ヶ月

パリ条約に基づく
優先権主張

優先期間



PCT国際出願ルート
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C国特許庁

ЗАЯВЛЕНИЕ

C国の様式・言語で提
出

翻訳
現地代理人

特許権付与

方式審査

出願公開優先権主張チェック

先行技術調査 実体審査

B国特許庁

REQUÊTE

B国の様式・言語で提出

翻訳
現地代理人

特許権付与

方式審査

出願公開優先権主張チェック

先行技術調査 実体審査

Ａ国の様式・言語で提出

A国特許庁

REQUEST

翻訳
現地代理人

特許権付与

方式審査

出願公開優先権主張チェック

先行技術調査 実体審査

特許
出願

Ａ国、B国、C国、
に輸出・販売

するかも

（基礎出願）

実体審査は
各国の判断

各国の方式的手続を
ひとつに束ねる



特許協力条約（Patent Cooperation Treaty: PCT）とは

特許庁 7

PCTは、特許の分野における国際的な協力についての条約

⇒１つの出願により、多くの国々で、同時に、発明の特許保護を求めることが可能となる。

（出典）WIPO

PCT発効：1978年1月 締約国：157ヶ国（2024年1月現在） 日本の加盟：1978年10月



特許庁 8

はじめに - 海外展開における知財取得の重要性 –

PCT 国際出願の主な手続・流れ

１

３

２ PCT国際出願制度の特徴・メリット

（１）出願書類を準備して提出する

（２）出願に対する国際調査の結果を受け取る

（３）出願が国際公開される

（４）[必要に応じて] 国際予備審査を請求する

（５）国内移行する国を決めて手続を行う



PCT国際出願制度の特徴・メリット
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メリット②
特許性判断の参考となる

調査結果を得ることができる

メリット①

簡素な出願手続で

全ＰＣＴ締約国での出願日を確保

メリット③
各国への移行判断を
原則３０ヶ月猶予可能

発明



PCT国際出願制度の特徴・メリット①

各PCT締約国に個別に出願したことと同じ効力が得られる
（国際出願日が各国の出願日とみなされる）

自国特許庁に1つの様式、1つの言
語、一括の手数料で申請

メリット

国内段階

ＰＣＴはあくまで出願制度であり、「PCT特許」「世界特許」は存在しない

国際調査

国際公開

国際
予備審査

願書

受理官庁
（ＲＯ）

自国特許庁
出願人

簡素な出願手続で全PCT加盟国での出願日を確保 ＜出願手続の合理化＋簡素化＞

指定官庁（ＤＯ）

国
内
移
行

国際段階

優先日から３０ヶ月
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■複数国への出願の最初の手続が簡便にでき、負担が少ない

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査



PCT国際出願制度の特徴・メリット②
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メリット

国際調査機関
（ISA）

国際調査報告

国際調査機関
の見解書

先行技術の有無

特許性に関する見解

■出願された発明について、先行技術の有無や特許性（新規性・進歩性・産業上の利用可能性）に関する審査官の見解
が出願人に提供される

特許性判断の参考となる調査結果を得ることができる ＜国際調査＞

国際調査

国際
予備審査

国際公開

自国特許庁

受理官庁
（ＲＯ）

出願人

自己の発明を評価し、出願書類の補正や国内移行を
するか否かの判断に活用

指定官庁（ＤＯ）

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査

国
内
移
行



PCT国際出願制度の特徴・メリット③
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メリット

翻訳作業

ライセンス交渉 規格標準化活動

市場動向の分析調査／市場の変化

特許性の判断

■特許性の判断や市場動向の分析などを踏まえつつ、実際に権利を取得する国を決定し、翻訳文を作成するための時間を確保
※優先日（優先権主張がない場合には出願日）から原則30ヶ月

各国への国内移行手続は、原則30ヶ月以内  ＜時間的猶予＞

国際調査

国際
予備審査

国際公開
受理官庁
（ＲＯ）

自国特許庁
出願人

各国への移行要否をじっくり判断可能、国内移行
しないことで翻訳費などの支出を回避

指定官庁（ＤＯ）

国
内
移
行

優先日から３０ヶ月

国際調査機関
（ISA）

メリット

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査
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（１）出願書類を準備して提出する① －出願人－
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先行技術調査：

国際予備報告

各国での公開に代わり：

特許性に関する予備的な審査：

国際調査

国際
予備審査

国際公開

願書

受理官庁
（ＲＯ）

自国特許庁
出願人

指定官庁（ＤＯ）

国
内
移
行

国際調査報告

国際調査機関
の見解書

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査



JPOを受理官庁（RO/JP）としてPCT国際出願する場合の要件
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a)  出願人適格（RO/JPに出願できる者）

日本国民 又は 日本国内に住所若しくは居所を有する外国人

※出願人が複数いる場合、出願人適格のある者が1人でも含まれていれば可

※出願人適格のある者が在外者のみである場合、日本に居住地を持つ代理人が必要

b)  出願の言語

日本語 又は 英語

c)  出願の構成

願書（共通様式PCT/RO/101）、明細書、請求の範囲、要約

及び要すれば図面

※法人の場合、日本国内の法律に従って設立された法人、又は日本国内に営業所を有する法人



PCT国際出願書類（イメージ）

特許庁 16



受理官庁（RO/JP）への出願手続の方法
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①オンライン手続（インターネット出願ソフト）
特許庁が提供している出願ソフトを事前にダウンロードして使用

→インターネット出願ソフトを初めて使用される方は、以下URLをご参照ください
http://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/1_start/index.html

オンライン出願した場合、¥49,100減額される（2024年1月現在）
 24時間365日受付

②書面手続（窓口に提出or郵送）
様式は、WIPO又はJPOのHPからダウンロード可
窓口の受付時間は平日9:00～17:00
郵送の場合、書類が特許庁に到着した日が受付日（到達主義）

③FAX手続（緊急用）
最後のページが受信された時間の属する日が受付日

※緊急用のFAX手続は、出願手続のみ可能（中間書類のFAX手続は不可）
※中間書類については一部の日本語案件のみオンライン手続可能（英語案件は出願手続を除き、オンライン手続不可）



PCT国際出願時に必要な手数料（2024年1月1日改定）
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※

例
え
ば
、
日
本
語
で
出
願
す
る

場
合
の
手
数
料
額
は
黄
色
部
分

■中小企業やスタートアップ企業、大学などが日本語でPCT国際出願を行う場合、必要な手続
を行うことで、料金が安くなる支援策がある

PCT国際出願のためには、①送付手数料、②調査手数料 、③国際出願手数料

を受理官庁に納付することが必要

① 17,000円

② +143,000円

③a. +217,700円

③b. +  25,000円 （2,500円×10枚）

③c. - 49,100円

計 353,600円 の手数料が必要

＜試算＞
国際出願の用紙が40枚の日本語による
PCT国際出願を日本国特許庁にオンラ
イン出願する場合、

①送付手数料 ¥17,000

②調査手数料
※ISAにより異なる

日本国特許庁
日本語 ¥143,000

英語 ¥169,000

欧州特許庁 英語 ¥280,000

シンガポール知的所有権庁 英語 ¥244,300

インド特許庁 英語
¥18,000

※個人の場合 ¥4,500

③国際出願手数料

a 国際出願の用紙の枚数が30枚まで ¥217,700

b 30枚を超える用紙1枚につき ¥2,500

c オンライン出願した場合の減額 －¥49,100

RO/JPに出願する場合の手数料 ※出願の言語などにより金額は異なる



中小企業・大学などを対象とした手数料の軽減・支援措置①
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中小企業やスタートアップ企業、大学などが、日本語でPCT国際出願を行う場合、国際出願関係手

数料に係る軽減・支援措置により、手数料負担が緩和されます！

１  
／

  ２

中小企業
大学

１  
／

  ３

小規模企業
中小スタートアップ

１  
／

  ４

福島浜通りの
中小企業

対象となる手数料（減額後の手数料を納付）
出願時：送付手数料・調査手数料
国際予備審査請求時：予備審査手数料

申請方法
願書又は予備審査請求書と同時に、軽減申請書を提出してください

軽減措置

国際出願手数料等支援措置
対象となる手数料（手続時に手数料の1／２，１／３，１／４に相
当する金額を納付）
出願時：国際出願手数料
国際予備審査請求時：取扱手数料

申請方法
願書又は予備審査請求書と同時に、軽減申請書を提出してください

証
明
書
の
提
出
不
要

※大企業の子会社は基本的に対象外

※軽減申請書が添付されていることをもって本支援措置の申告が
あったものとして取り扱います
※大企業の子会社は基本的に対象外



中小企業・大学などを対象とした手数料の軽減・支援措置②
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【参考】出願時の手数料比較（試算）

通常

中小企業
大学

小規模企業
中小スタートアップ

企業

福島浜通りの
中小企業

1/2の料金負担 1/3の料金負担 1/4の料金負担

①送付手数料 17,000円 8,500円   5,660円 4,250円

②調査手数料 143,000円 71,500円   47,660円 35,750円

③国際出願手数料 193,600円 96,800円 64,500円 48,350円

出願時に支払う額 353,600円 176,800円 117,820円 88,350円

申請書の様式や記載例、具体的な手続の詳細は、特許庁ウェブサイトをご確認ください

国際出願 軽減措置 国際出願手数料及び取扱手数料
に係る新たな支援措置

試算条件
・オンライン出願（出願書類40枚）
・日本語出願
・日本国特許庁が国際調査を行う
・料金は2024年1月現在

https://www.jpo.go.jp/system/patent/pct/tesuryo/pct_keigen_shinsei.html
https://www.jpo.go.jp/system/patent/pct/tesuryo/pct_shiensochi.html


（１）出願書類を準備して提出する② －受理官庁－
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先行技術調査：

国際予備報告

各国での公開に代わり：

特許性に関する予備的な審査：

国際調査

国際
予備審査

国際公開

願書

受理官庁
（ＲＯ）

自国特許庁
出願人

指定官庁（ＤＯ）

国
内
移
行

国際調査報告

国際調査機関
の見解書

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査



受理官庁による国際出願日の認定
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・補完された場合：
補完受理日を国際出願日として認定 

・補完されない場合：
国際出願として取り扱わない旨を決定

国際出願日の認定要件（PCT第11条）

①出願人適格の有無
②国際出願の作成言語
③国際出願をする意思の表示の有無
④出願人の氏名（又は名称）の記載の有無
⑤明細書であると外見上認められる部分の有無
⑥請求の範囲であると外見上認められる部分の有無

これらの要件が受理時に
満たされている場合

これらの要件が満たされていない場合
受理官庁による補完指令

出願人

国際出願の受理日を
国際出願日として認定

申請されたPCT国際出願は、受理官庁により国際出願日認定要件の確認が行われる



受理官庁による国際出願の方式審査

特許庁 23

様式上の要件（PCT第14条（1））
①署名の有無
②出願人に関する所定の記載の有無
③発明の名称の記載の有無
④要約の有無 など

手数料の徴収（PCT第14条（3））
- 送付手数料、調査手数料、

国際出願手数料の支払いの有無

※納付期間は、国際出願が受理されてから1月以内

補正指令

応答期間は補正指令から2月

欠ける場合

補正された場合 ：当初認定された国際出願日は変わらず 
補正されない場合：国際出願は取り下げたものとみなす旨を決定

応答期間は補正指令から１月

支払いがない場合

補正指令

様式上の要件を満たしているか、手数料が納付されているかの方式審査も行われる



（２）出願に対する国際調査の結果を受け取る

特許庁 24

先行技術調査：

国際予備報告

各国での公開に代わり：

特許性に関する予備的な審査：

国際調査

国際
予備審査

国際公開

願書

受理官庁
（ＲＯ）

自国特許庁
出願人

指定官庁（ＤＯ）

国
内
移
行

国際調査報告

国際調査機関
の見解書

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査

国際出願日が認定され、方式審査の終わったPCT国際出願に対して『国際調査』が行われる



国際調査①

特許庁 25

■国際調査機関は、調査用写しの受領から３月または優先日から９月のどちらか遅い日
までにISRとWOSAを作成 →出願人に送付される

国際調査機関 （ISA）

■国際調査機関として稼働している特許庁（24機関） ※2024年1月現在

日本､オーストリア､オーストラリア､ブラジル、カナダ、チリ、中国、エジプト、欧州特許庁、スペイン、
フィンランド、イスラエル、インド、韓国、フィリピン、ロシア、スウェーデン、シンガポール、トルコ、
ウクライナ、米国、北欧特許庁、ヴィシェグラード特許機構、ユーラシア特許庁

■日本を受理官庁として出願した場合
日本、欧州特許庁、シンガポール、インドの中から選択（※日本以外は英語出願の場合のみ）

２.国際調査機関の見解書（WOSA）

    特許性（新規性、進歩性、産業上の利用可能性）を満たしているかの見解が示される

１.国際調査報告（ISR）

・国際調査機関は、国際出願の請求の範囲について、
関連のある先行技術(国際出願日以前に公知となった技術)を調査する

・国際調査報告には、分類・関連する技術に関する文献、発明の単一性に関する注釈
などを記載する

出願した受理官庁・言語により選べるISAが異なる



国際調査報告の一部（イメージ） 具体的にどのようなことが記載されているのか？

特許庁 26

発明の属する分野の
国際特許分類（IPC）

調査を行った分野 など

引用文献欄

国際調査の完了日 ISRの発送日

国際調査を行ったISA 担当審査官

先行技術調査によって
発見された文献を列記



国際調査機関の見解書の一部（イメージ）

27特許庁

見解

各請求項について
新規性、進歩性、産業上の
利用可能性の有無を表示

引用文献の表示

（国際調査報告と同様の内容）

説明

新規性などを有する又は
有しないと判断する理由を記載

• 新規性又は進歩性を否定する場合、根拠とな
る先行技術の技術内容を具体的に記載

• 新規性及び進歩性を肯定する場合、根拠とな
る先行技術との関係に言及しつつ、
判断した根拠を具体的に記載



国際調査②

特許庁 28

国際調査報告・国際調査機関の見解書に対する出願人の対応

国際出願を取り下げる

補正？
取下？

国際調査報告

（ISR）

国際調査機関
の見解書
（WOSA）

国際調査機関(ISA)

出願人

３４条補正
（明細書・請求の範囲

・図面／制限なし）

答弁書

国際予備審査機関(IPEA)

予
備
審
査

請
求
書

各  

指  

定  

官  

庁

へ

移

行

国際事務局(IB)

国際調査機関の見解書
に対する非公式コメント

１９条補正
（請求の範囲／１回）

何もしない

＜請求期限＞
国際調査報告の送付日から2月又は
優先日から16月のどちらか遅い日まで



（３）出願が国際公開される

特許庁 29

先行技術調査：

国際予備報告

各国での公開に代わり：

特許性に関する予備的な審査：

国際調査

国際
予備審査

国際公開

願書

受理官庁
（ＲＯ）

自国特許庁
出願人

指定官庁（ＤＯ）

国
内
移
行

国際調査報告

国際調査機関
の見解書

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査



国際公開

特許庁 30

PCT国際出願は、優先日から１８月経過後、WIPO国際事務局（IB）により、すみやかに公開される

- 書誌事項と要約を掲載したフロントページ

- 明細書､請求の範囲､図面

- 国際調査報告

- 請求の範囲に対する条約１９条補正の内容

・日本語 ・英語     ・中国語       ・フランス語

・ドイツ語 ・ロシア語   ・スペイン語  ・アラビア語

・韓国語    ・ポルトガル語

※日本語のPCT国際出願は、日本語のまま公開される

※発明の名称、要約、 図面、国際調査報告には英訳が添付される

※国際公開は、ＷＩＰＯ国際事務局のウェブサイト(パテントスコープ）から閲覧・入手可能

  https://patentscope2.wipo.int/search/ja/search.jsf パテントスコープ で検索

国際公開の構成 国際公開言語

https://patentscope2.wipo.int/search/ja/search.jsf


パテントスコープ（PATENTSCOPE）①PCTの国際公開

特許庁 31

国際公開は、原則、毎週木曜日にパテントスコープ上で行われる

（出典）WIPO



パテントスコープ（PATENTSCOPE）②PCTの国際公開

特許庁 32

書誌事項と要約を掲載したフロントページ

（出典）WIPO



パテントスコープ（PATENTSCOPE）②PCTの国際公開

特許庁 33

公開されたPCT国際出願の内容

（出典）WIPO



パテントスコープ（PATENTSCOPE）③検索機能も充実

特許庁 34

（構造化検索）
各種番号や氏名などの書誌情報による照会に加えて、
技術用語による明細書や請求の範囲の検索も可能

（多言語検索拡張）
・ PCTの明細書及び請求の範囲の

 Google翻訳による即時翻訳
・ 80官庁以上の国内段階移行情報
・ 多言語検索機能（CLIR）

400万件以上のPCT出願をはじめ
1億件以上の国内・広域特許
出願を同時検索可能

（出典）WIPO



（４）［必要に応じて］国際予備審査を請求する

特許庁 35

先行技術調査：

国際予備報告

各国での公開に代わり：

特許性に関する予備的な審査：

国際調査

国際
予備審査

国際公開

願書

受理官庁
（ＲＯ）

自国特許庁
出願人

指定官庁（ＤＯ）

国
内
移
行

国際調査報告

国際調査機関
の見解書

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査

国際予備審査：発明の新規性、進歩性、産業上の利用可能性について、予備的かつ拘束力のない見解を示す



国際予備審査（出願人の任意手続）①

特許庁 36

＜作成期限＞
優先日から２８月又は予備審査の開始から６月の
どちらか遅い日までに作成され、出願人に送付される

◆国際調査機関の見解書を受けて明細書などの補正（３４条補正）ができる

◆補正後の国際出願の特許性について、改めて判断してもらえる

◆審査官との意見交換（対話）ができる

34条

補正
答弁書

予備審査
請求書 ＋

＜請求期限＞

優先日から２２月又は国際調査報告・国際調査機関
の見解書の送付日から３月のどちらか遅い日まで

出願人

国際予備審査を請求するメリット

国際予備報告（第Ⅱ章）

（補正があればそれを踏まえて）特許性を 満たし
ているかについての、審査官の予備的で非拘束的
な見解※が示される

※条約上、この見解は各国特許庁の実体審査を    
法的に拘束（強制）しないものの、多くの国で
は実質的に実体審査で参照されている

国際予備審査機関
(IPEA)

国際予備報告
（第Ⅱ章）



国際予備審査（出願人の任意手続）②

特許庁 37

１９条補正／非公式コメント
（WIPO国際事務局に提出

→指定官庁へ送付される） 出願人

国
際
出
願

予備審査
請求を
しない

国際調査報告
（ISR）

国際調査機関
の見解書

（WOSA）

国際調査機関

予備審査
請求を
する 出願人

国際予備審査機関

国際予備報告
IPRP（第Ⅱ章）

予備審査請求

（答弁書）
（３４条補正）

補正などの内容が
反映される

各 

指 

定 

官 

庁

WIPO国際事務局

国際予備報告
IPRP（第Ⅰ章）

国際事務局が国際調査機関に代わって作成
※国際調査機関の見解書(WOSA)と同一の内容

何もしない

『 明細書を補正したい！』
『 補正後の国際出願の特許性を改めて判断してほしい！』



国際予備審査請求時に必要な手数料（2024年1月1日改定）

特許庁 38

国際予備審査請求時には、 ①予備審査手数料、②取扱手数料 を

国際予備審査機関に納付する必要がある

日本国特許庁をIPEAとして国際予備審査請求をする場合の手数料

①予備審査手数料 日本国特許庁
日本語 ¥34,000

英語 ¥69,000

②取扱手数料  予備審査請求1件につき ¥32,700

■中小企業やスタートアップ企業、大学などが日本語でPCT国際出願を行う場合、必要な手
続を行うことで、料金が安くなる支援策がある ※スライド19参照



（５）国内移行する国を決めて手続を行う

特許庁 39

先行技術調査：

国際予備報告

各国での公開に代わり：

特許性に関する予備的な審査：

国際調査

国際
予備審査

国際公開

願書

受理官庁
（ＲＯ）

自国特許庁
出願人

指定官庁（ＤＯ）

国
内
移
行

国際調査報告

国際調査機関
の見解書

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査



日本国（DO/JP）への国内移行手続の概要

特許庁 40

１．国内移行の手続期限
 優先日から３０月以内

国内段階
２．国内移行に伴う手続

①「翻訳文」の提出（外国語特許出願の場合）
 ※期間経過後の提出であっても、正当な理由があるときは、

救済が認められる

②「国内手数料」（14,000円）の納付
③「国内書面」の提出

 - 出願人の氏名又は名称及び住所又は居所
 - 発明者の氏名及び住所又は居所

 - 国際出願番号 など

日本国特許庁

３.審査請求期限
国際出願日から3年
  ※国内移行日からではないことに注意

国際調査報告（ISR）があれば審査請求料減額
- JPOがISRを作成した場合は、約40％の減額

 - 他庁ISAがISRを作成した場合は、約10％の減額

日本以外の指定国への移行手続に
ついては、「PCT出願人の手引き」
（次頁参照）の国内段階ページを 
ご確認ください。

DO/JPへの国内移行に必要な手続



（参考）PCT出願人の手引

特許庁 41

各国における国際段階・国内段階の手続の概要については、WIPO国際事務局のホームページ内の

「PCT出願人の手引（PCT Applicant’s Guide）」で確認することができます。

（英 語）http://www.wipo.int/pct/en/appguide/index.jsp

（日本語）http://www.wipo.int/pct/ja/appguide/

（出典）WIPO

http://www.wipo.int/pct/en/appguide/index.jsp
http://www.wipo.int/pct/ja/appguide/


PCT国際出願制度の主な期間

特許庁 42

優
先
日

言語Ａへの翻訳文

Ａ国特許庁

B国特許庁

Ｃ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

国内移行せず

＜国際段階：優先日から３０月＞

国
際
予
備
審
査

＜国内段階＞

パリ優先権主張の
基礎出願日から
12月以内に出願
（又は優先権主張
せず直接PCT国際
出願）

優先日から9月又は調
査用写しの受領日か
ら3月のどちらか遅い
日までに作成

◆予備審査請求（任意）
優先日から22月又は調査報告送付日
から３月のどちらか遅い日までに請
求（予備審査報告は優先日から28月
までに作成）

実体審査

実体審査

国
際
公
開

国
内
移
行

Ｐ
Ｃ
Ｔ
国
際
出
願

国
際
調
査
報
告

国
際
調
査
機
関
の
見
解
書

12月 16月 18月 22月 30月



PCT国際出願の留意点

特許庁 43

■ PCT国際出願の費用

■ PCT国際出願の効果は、PCT加盟国のみ

■ 国際段階の特許性の判断と指定国の審査結果の相違

特許付与するか否かは、指定国の実体審査による（「世界特許」は存在しない）

■ 指定国の特許法などに適応した明細書・請求の範囲の記載

統一された国際段階での記載 ⇔ 各国ごとの記載

■ 国内優先権主張による基礎出願のみなし取下げ

国内出願を優先権基礎としたPCT出願における基礎出願のみなし取下げの可能性とその回避

（出願時又は出願後の日本の指定除外、上申書による国内優先権主張取下げ）



出願ルートの判断基準の例

特許庁 44

■ 特許取得を目指す国数

■ 特許取得希望時期（早期又は遅い時期）

■ 特許出願の準備と予算

■ 発明に係る技術の特性（地域性・技術革新のスピード）

PCT国際出願 直接出願



PCT国際出願に関する問い合わせ先

特許庁 45

◆PCT国際出願の出願手続に関して

 国際出願室 受理官庁担当 （内線２６４３）

 メールアドレス  ： PA1A31@jpo.go.jp

◆日本への国内移行手続に関して

   方式審査室 指定官庁担当 （内線２６４４）

 メールアドレス  ： PA1270@jpo.go.jp

特許庁 ０３-３５８１-１１０１（代表）

◆PCT国際出願の制度全般に関して

 国際出願室 企画調査班  （内線２６４２）

メールアドレス ： PA1A00@jpo.go.jp

（ご参考）PATENTSCOPEに関して

WIPO日本事務所（www.wipo.int/japan）

電話番号    ：０３－５５３２－５０３０

メールアドレス ： japan.office@wipo.int



（参考）PCTに関する講義の紹介

特許庁 46

◆PCT国際出願制度の概要～海外で賢く特許権を取得するPCTの仕組み～

（担当）国際出願室 企画調査班

◆特許協力条約（PCT）に基づく国際出願の手続

（担当）国際出願室 受理官庁担当

◆国際調査及び国際予備審査

（担当）調整課審査基準室

◆特許協力条約（PCT）に基づく国際出願の国内移行手続

（担当）審査業務課方式審査室

◆特許協力条約（PCT）に基づく国際出願制度に関するトピックス

（担当）WIPO

◆PATENTSCOPE（特許文献のグローバル・データベース）の使い方

（担当）WIPO



ありがとうございました

特許庁審査業務部出願課国際出願室

電話：03－3581－1101 内線2642

FAX：03－3501－0659
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